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⑬ モーダルシフト促進に向けた 
公共交通利便性向上のための技術的検討 
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１．はじめに 
モーダルシフトを促進するために公共交通の利用

を拡大するためには、公共交通の魅力を現状より高め

ることが必要だと考えられる。そのための方策とし

て、速達性の向上や、ドア・トゥ・ドアに近い利便性

を実現させることが考えられる。 
都市内軌道系公共交通の一例である路面電車の速

度向上への取り組みや、軌道系交通とバス交通の長所

を兼ねた新しいシステムの技術開発等を紹介する。 
 

２．路面電車・ＬＲＴの利便性向上策 
２．１．軌道車両の速度向上に向けた動き 
公共交通の魅力を高める手法の一つとして、表定速

度を上げ到達時分を短縮する方法がある。道路信号に

したがって運行する軌道車両（路面電車･LRT）につ

いては、優先信号を導入することで表定速度を上げる

方策があり、一部事業者で採用されている。 
近年開発された LRT 車両については、鉄道線への

乗り入れも考慮して、既存車両と比較して高速走行が

可能となっている。しかし、現在は軌道車両の併用軌

道上における最高速度は軌道運転規則により 40km/h
に制限されており、新型の車両でも車両性能を生かし

た速度向上により表定速度を高める手法をとること

はできない。 
最高速度の制限を変更するには、変更してもこれま

でと同等以上の安全性が担保されることを示す必要

がある。国土交通省では路面電車の速度向上の可能性

を調査するため、平成 22 年より「路面電車の速度向

上に関する調査研究」を開始し、交通安全環境研究所

がこの調査業務を受託した。具体的内容は、路面電車

が運行する路線環境をシミュレーション技術の活用

により再現し、速度向上に伴う事故発生等のリスク分

析及びその対応策等の安全性の評価手法を確立する

ための調査検討を行うものである。 

２．２．速度向上のリスク分析 
事故発生のリスク分析を行うために、インシデント

事象についての検討を行った。対自動車とのインシデ

ントパターンとしては、自動車と路面電車の走行経路

が交錯するパターンとして、図 1 に示すパターンが挙

げられる。同様に対歩行者のインシデントパターンに

ついても、電停や交差点部における歩行者導線につい

て検討を行った。こうしたインシデントパターンを運

転シミュレータ上で再現し（図 2）、軌道事業者の運

転士に実際に操作して貰い、主観評価により事故に至

る恐れが無い状態（レベル 0）から事故寸前（レベル

8）まで、９段階で入力する方法で評価した。 
また、自動車側の視点でもシミュレーションを行

い、タクシー運転手を対象に同様のリスク評価を実施

した。これまでの試験により一定の成果は得られてい

るが、今後は軌道事業者の運転士の参加者数をさらに

増やすとともに、自家用車利用の一般ドライバーも参

加した試験を実施する予定である。 
 

 
図 1 対自動車とのインシデントパターン例 

 
図 2 シミュレータ上のインシデント発生状況 

 

 

また、公衆回線を用いて運行に係る情報をやり取り

するため、VPN 通信により仮想的な専用回線を作り

出しことにより、セキュアな通信回線を確保した。 
２．２．支援機能 
回生ブレーキを最大限有効に働かせることによる

省エネルギー運転を実現するために、運転士を支援す

る方法として、「力行コントロール機能」と「制動コ

ントロール機能」との２つの機能を用意することと

し、また、省エネルギー効果をわかりやすく示すため、

次駅到着時にエネルギー削減量を示すこととした。 
 
３．オンボード運転支援装置の営業線における 

動作確認試験 
今回開発を行っているオンボード運転支援装置に

ついて、昨年度は車庫線において試験を行ったが、今

年度は営業線にて試験を行った。営業線での試験は新

京成電鉄㈱において試運転列車を用いて実施した。 
営業線における現車試験では、オンボード運転支援

装置に東京大学が検討をしている制動支援パターン

（図２）、及び千葉大学が検討している架線側の負荷状

況の推測方法を組み込み、昨年度の車庫線での試験で

課題となったカメラアングルによる画像検知性能へ

の影響に対する対策（図３）の有効性の確認と、運転

士の意見を反映した支援画面の受容性確認を行った

（図４）。 
今回試運転列車に用いた車両は２ハンドル（力行と

制動の２つのハンドルがあるもの）のため、制動時方

法として、支援装置の画面に扇形で制動のステップ位

置を示すことにより、運転中において直感的にわかり

やすい支援画面を作成した。 
 

４．まとめ 
今回、オンボード運転支援装置の開発を昨年に引き

続き実施し、営業線における支援装置の動作確認を行

った。その結果、当初想定していた動作が確認された

とともに、支援画面の運転士への受容性についても十

分確保されていることの確認が得られた。 
今後は本支援装置に従った運転を実施した場合の

省エネルギー効果についてさらに検討を進め、当初目

的としていた省エネルギー効果が得られるよう、運転

支援パターンの調整等をしていくとともに、他の路線

への適用の可能性についても検討を進めていく予定

である。 

 

図２ 支援パターンと実際の運転パターン 
（五香－常盤平間） 

図３ 台形補正等を用いたカメラアングル影響対策 

図４ 制動支援実施中の支援画面 
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１．はじめに 

電子機器の発展に伴い、現在では日常のあらゆると

ころで電気・電子機器が使われるようになった。その

結果、それらの機器から放射される電波雑音が他の機

器に与える影響および他の機器から受ける影響や、放

射される電磁界が人体へ与える影響等が注目される

ようになり、近年では鉄道システムから放射される電

波雑音や電磁界の影響についても取り上げられるよ

うになった。 
鉄道システムでは、変電所施設をはじめ、車両や軌

道、信号システム等あらゆるところで電気・電子機器

が使用され、当然のことながらこれら機器から電波雑

音や電磁界が放射される。そのような環境の中、鉄道

システムから放射される電波雑音が他の機器へ影響

を与えたり、他の機器からの影響を受けたりする電磁

両立性（ＥＭＣ）や、電磁界（ＥＭＦ）が人体へ与え

る影響について、国際規格や防護指針という形で提案

されてきた。日本でも独自に鉄道からの電磁界を測定

し、測定法の検討を行ってきた。 
このような状況の下、当研究所では、鉄道における

磁界測定に注目し、磁界測定のセンサとして交流磁界

のみ測定可能なサーチコイル方式ではなく、直流磁界

から交流まで測定可能な優れた特性を有するフラッ

クスゲート方式について検討を進め、昨年制定された

IEC/TS 625971)へフラックスゲート方式を盛り込む

ことができた。 
一方、経済産業省より電気設備から生じる超低周波

磁界の規制として「電気設備に関する技術基準を定め

る省令」の改正が平成 23 年 3 月 31 日行われ 2)、変電

所、開閉所、変圧器、電線路等の電力設備から発生す

る磁界値を 200μT 以下とする規制が導入された。 
これを受け、鉄道用電力設備については、国土交通

省より「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」が

改正され、変電所、電車線、電気機器設備等において、

人体への健康影響に関する規制が平成 24 年 8 月 1 日

から施行され、新規に施工される施設に適用されるこ

ととなった。3) 
このように、日本国内においても、人体に対する磁

界に関し、注目されるようになった現在、国際規格に

準拠し、直流から交流まで測定可能なフラックスゲー

ト方式の磁界測定機については、実用製品として提供

されていないことが課題となっている。 
このため、本方式の磁界測定機がメーカーから供給

され普及が可能となるよう、開発を担うメーカーと協

調し、実現のための研究を進めているので、IEC/TS 
62597 との関係も含め、報告する。 

 
２．IEC/TS 62597 とは 

IEC/TS 62597 とは、邦題を「鉄道環境における電

子及び電気機器による磁場レベルの人体暴露に関す

る測定手続き」とする、鉄道設備に関連する磁界の測

定手順に関する国際規格であり、平成 23 年 10 月に発

行された。 
本規格は、測定手順を規定している規格であり、規

制値については各国で定めることとしている。 
本規格の測定手順の特徴としては以下のものが挙

げられる。 
・測定対象は磁界とする。 
・対象周波数は DC から 20kHz とする。 
・測定センサ方式は、交流磁界においては最大

100cm2 のサーチコイル方式、又はフラックスゲ

ート方式で 3 軸測定が可能なものとする。 
・サンプリング周波数は 40kHz 以上とする。 
・測定方法として、車両内であれば、Surface 

Method では、床面と必要に応じて 0.5、1.0、1.5m

３．バイモーダル交通システム 
３．１．システムの概要 
バイモーダル交通システム（以下「BMT システム」

という）は、輸送需要が少なく広域な路線にも適する、

低コストでフレキシブルなシステムである。バス車両

を基本とし、専用路の連結走行と一般道路の単独走行

のデュアルモード機能を有する。専用路では、非接触

式の誘導自動操舵と車両連結走行を行い、非常に軽い

インフラ負担と輸送力、速達性、定時性の両立が可能

である。BMT システムの技術要素を図 3 に示す。 
３．２．開発の状況 
平成 16～17 年度にNEDO（新エネルギー・産業技

術総合開発機構）の補助事業として、また平成 20～
23年度に国土交通省の受託事業として開発が行われ、

機能検証が行われた。後者のシステムでは超低床車両

や光学式誘導装置を採用する等、システムの合理化、

簡素化が図られた(1)(2)。昨年度は主に急曲線の連結走

行（図 4）や悪条件下での信頼性に関する機能検証が

行われ、実用化への技術的な見通しが得られた。 
３．３．実用化に向けた課題 
 実用化に当たっては試作車両で得た知見を基に、上

記の開発に引き続いて営業可能なプロトタイプの開

発を進めることが必要である。プロトタイプの開発を

進めるに当たっては、実運用段階において求められる

以下の課題にも取り組むことが前提となる。 

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

専用走行路

②連結・分離可能
（機械連結）

③ホイールインモータ駆動
による全面低床化・省エネ化

（オプション）

非接触式誘導案内
（白線検知等）

④レール・側壁
不要

 
図 3 BMTシステムの概念 

 
図 4 BMTの急曲線における連結走行実験 

 法令面の課題としては、主に既存自動車交通との共

存に関する道路交通関連の法令や関係省庁との調整

が必要である。道路上における動力車同士の連結走行

は前例が無いので、実運用を前提とした技術的仕様、

要件を整理したうえで、技術基準案を策定することが

必要と考える。一方、専用路に鉄軌道の技術基準を適

用する場合には、鉄軌道の安全確保の考え方（閉塞、

速度制限等）との整合を図ることが必要と考える。 
 事業採算面での課題を考えると、交通事業者は、需

要、採算性を明確にしたいとのニーズを有しているこ

とに留意し、従来の鉄道、路線バスと比較して費用対

効果が優れるメリットを活かし、自治体の街づくりと

連携しながら、地域の総合交通体系の中に組み込むこ

とが重要である。またバスメーカの開発意欲を高める

観点においても、利便性が高い公共交通機関による需

要の喚起が不可欠と考える。 
 

４．超小型モビリティ 
公共交通を補完する末端交通の担い手として、超小

型モビリティの導入機運が高まってきている。国土交

通省も平成 24 年に導入に向けたガイドラインを公表

するとともに、車両の規格について検討を始めてい

る。また、自動車メーカもこれに対応して、新たな車

両モデルの開発を進めている。交通安全環境研究所で

も超小型モビリティが交通流に与える影響を交通流

シミュレーションで検証する等の研究を行っており、

今後も行政と連携を取りつつ、導入に向けた研究を進

めていく予定である。 
 

５．おわりに 
交通安全環境研究所ではこれまで、各種公共交通シ

ステムの安全性評価を行ってきたが、引き続き新たな

システムの技術評価を進め公共交通の活性化に貢献

したい。また、新たな車両のカテゴリーについての技

術基準化等についても貢献したいと考えている。 
 

参考文献 

1) 佐藤ほか：連結・分離可能なバイモーダル・ハイ

ブリッド交通システム開発プロジェクト、平成 18 年

度交通安全環境研究所発表会、pp. 105-108（2006） 
2) 林田ほか：バスを基本とする連結・分離可能なバ

イモーダル交通システムの開発、交通安全環境研究所

フォーラム 2011、pp. 27-30（2011） 


